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1. まえがき

戦後の復興，昭和30年以降の経済成長の基礎となり，

かつ，わが国経済の拡大とともに発展を続けてきた建

設事業は，工事の大型化，工期の短縮化，省力化など，

設計，施工の両面にわたって，量的にも質的にも大き

な躍進を遂げてきた。しかし，一方において，これら

の発展の蔭に，悲惨な労働災害により，多くの労働者

の生命が失われたことを忘れるわけにはいかない。と

くに建設工事における労働災害は，他の産業部門に較

ベ，その発生頻度の高いこと，死亡災害が多いことな

どもあって，その防止対策については，常々論議され

ているが，前に述べた工事の量的拡大，質的変換や建

設業の有する本質的な諸問題ともからみ，その有効な

対策は重要な課題として残されているのが現状であ

る。

本報告は，過去20年間にわたる建設工事における労

働災害の発生の推移と動向について，統計資料に基づ

き概括し，その発生の態様について若千の分析と考察

を行なったもので，建設工事関係者が，労働災害の推

移と実情について認識を持ち，併せて今後の労働災害

の防止をはかる上での資料として活用されることを目

的としてまとめたものである。

2. 労働災害の背景

2. 1 建設業の特異性

まえがきにも述べたように，建設工事における労働

災害が，高率かつ重篤である背景として，建設業の有

するいくつかの特異性をあげなければならない。それ

らのうち，主なものとしては

(1) 建設工事は原則として受注生産であり，その

生産場所は受注に応じて転々と移動せざるを得ない。

また，屋外作業が主体であり，構築物の多様性と，地

形地質，気象など自然条件の影響を強く受けることな

どから，その作業条件が複雑かつ危険であることが多

し'o
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(2) 建設工事は，多種多様の資材，技術の動員が

必要であり，最近は機械力の導入があるとはいうもの

の，依然として労働力集約型の産業であり，多くの労

働力を必要とする。

(3) 建設業という企業の成立と発展の歴史的事実

をみると，明治の初期以来建設工事を請負うというこ

とは，労働力の供給と，労務管理が主体であって，技

術的な問題はほとんど発注者側に依存することから出

発していた。したがって建設業には，労務供給，労務

管理上の効率化をはかるために，封建時代の名残りと

もいうべき組織の尊人が行なわれ，その体質をもつ重

層下請制度が，現在もなお存在している。すなわち，

元請企業は設計業務，施工計画，施工管理業務のみに

携り，直接の工事は，下請，孫請等の下請企業によっ

て実施され，末端の零細な企業が労働者を集めてくる

というケースが多い。

(4) 上記の三項目にみられるように，労働環境の

不良，労働集約型産業，雁用形態の不安定という弱点

に加えて，工事量の増大は，必然的に労働力の不足と

いう事態を招いた。その結果，季節労務者（出稼ぎ）

や日雇い労務者などの未熟練，非技能エに頼らざるを

得ない状態に追込まれている。

(5) 建設業が受注産業であることはすでに述べた

が， とくに公共工事が多いことから，明治以来の官尊

民卑の思想の影響と，建設業の成立の歴史とも関連し

て，発注者と受注者の間の双務関係が歪められ，工期，

工費などに片務的な傾向が存在する。

以上述べてきた事項は，建設業の特異性として既知

のことであるが， このような背景は，労働災害の発生

にかなりの影響を及ぼしていることは容易に想像され
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るであろう。

現在では，上記のような問題の解決のため，元請，

下請関係の改善，省力化，受注側の技術力の確保と向

上など多くの努力がなさている。しかし，建設業の歴

史的発展過程や，永年の慣行から，体質的な欠陥の払

拭が底辺に浸透するまでには，未だ多くの時間を要す

るように思われる。

2.2 施工技術の進歩と労働災害

つぎに施工技術の面から労働災害をみると，過去20

年間にわたって社会的，経済的要請から建設工事の規

模の大型化，急速施工，省力化及び合理化が求められ，

施工技術も，これらの要求に応じて進歩し，在来工法

の拡大，改善，新材料，新工法の開発が進められてき

た。

施工技術の進歩の中で， とくに大きな役割を果した

のは機械化施工の導入である。昭和28年着工の佐久問

ゲム建設工事における本格的機械化施工にはじまり，

昭和90年代からの大きなプロジニクト工事は建設機械
なしには成立し得なかったものであり，これらの工法

は戦龍戦後からの土木工事の様相を一変せしめた。

建設機械の主力は，大土工用の各種土工機械，基礎

工事用機械，及び，部材の大型化，鋼材の大量使用に

伴う揚重機などであるが，大型化，効率化の要求から

機械の性能，容量の拡大化が進められてきた。なお，

一方では労働力不足を反映して，小型化，多能化の面

もみられている。表1は，建設機械生産額の推移を示

表 1

年 度

建設機械の生産高

I建設機械 対前年度

望円戸＼叫誓）率

35 520 

36 800 54 

37 970 22 

38 1,120 16 

39 1,270 14 

40 1,180 -7 

41 1,580 34 

42 2,120 34 

43 2,830 34 

44 3,600 27 

45 4,200 16 

46 3,800 -9 

注：通産省機械統計年報による

したものであるが，昭和40年以降の伸びは著しい。

機械化施工ほ，労働災害の立場からみると，人力施

工では危険となる作業の解消，可酷な労働からの解放，

労働者数の縮少等，大きなメリットを与えることにな

る一方，現在では機械力と，人力の併用施工が避けら

れない分野が多いため，機械と人間の関係に新らたな

災害ポテンシャルを生ずる結果となった。労働力の質

的低下， とくにオペレーター，技能エの不足は，機械

による危険性を増巾し，また機械の側にも機能的な面

で，安全装置の不備や人間工学的配慮の不足など災害

の要因を包蔵するものもないではない。

工事の大型化に伴い，施工の手段となる仮設備，仮

設構造物も必然的に大型化， 複雑化の傾向をたどっ

た。施工の合理化，省力化をめざす以上，この仮設構

造物についても，その経済性の追求が進められ，部材

の節約，構造の簡略化を含む各種の手法が産み出され

てきた。その中には大きな労働災害の因となる欠陥を

特有して問題となったものも少くない1)2)3)。

なお，施工技術の進歩とは関連のうすい在来の単純

作業の際の労働災害もかなり発生しているが， これも

施工技術の変革に伴う，作業環境の変化等が要因とし

て考えられ，単に労働者に責を求めることが困難なケ

ースが多いことも指摘しなければならない。

2-3 建設労働力と労働災害

過去20年間にわたるわが国の経済成長は驚異的であ

ったが，それに応じて建設投資額も急激に膨張し，建

設労働力の需要も急増した。図 1は，建設投資額，道

路投資額の推移を示したものである。また図2は建設

業の就労者人口の推移を示した。

建設投資額は名目値であるが，昭和35年度で約2兆

5千億円であったが，昭和48年度では約27兆5千億円

に達し， 10倍以上の増加となっている。一方，労働力

は昭和30年の約180万人から，昭和48年の 460万人*1

へと 2.5倍の増加である。

投資額と労働力の増加率を比較するとき，投資額は

物価上昇などの影響を考慮した実質値でみる必要もあ

るが，それでも，労働力の増加は投資額のそれに及ば

ない。このことは，機械化施工を主力とする，施工の

合理化，省力化により生産性が上がり，建設工事の効

率化にみるべきものがあったと云うべきであるが，労

*1 この数字は管理的職業，事務職などを含んでおり，実際の労働者

数は400万人程度と見込まれている。総理府労働力調査による。
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図 2建設労働力推移（総理府労働力調査）

働力の不足は依然解消されていない*lo

また，すでに再三述べたように，建設業の労働条件，

雇用形態が他産業に比し不利であることから，弱年労

働力の吸収が困難なこと，季節労務者， 日雇い労務者

等への依存度が高いことなど，労働力の質的低下， と

くに高令化の傾向が益々強まっているのが現状であ

る。また機械化施工をはじめとして，施工技術の質的

変革に伴ない在来の単純作業労務者ではない各種の専

門的技能エが必要とされており，これに対しては，職

業訓練等により充足の努力が続けられているが，先述

の弱年労働者の不足や技能エの多技多能化の要求もあ

って，満足すべき状態にないようである。

*l 昭和48年のオイルショック以後，総需要抑制政策による工事量の
減少しま労働力不足を緩和する傾向があらわれている。

以上，労働災害の背景について，いくつかの項目に

ついて述べたが，これらは次章に述べる労働災害の動

向を示す諸数値によって裏付けられているように思わ

れる。

3. 労働災害の動向

本章では過去20年間に発生した労働災害について調

査した結果を述べる。資料には労傾統計年報や，他の

安全資料を用いた4)5)。なお労働省における災害分類

対象が，昭和48年以降休業4日以上の災害と，昭和47

年以前の休業8日以上より広まったこと，更に災害分

類方式も「起因物一事故の型」を中心に改訂されたこ

とから， ここでは度数率，強度率等を除き原則として
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図 4 労働災害死亡者数

昭和47年までの休業8日以上の災害の値を用いた。以

下第1節では産業別災害の推移，第2節では建設業に

おける土木工事の各事業別災害の動向を中心に，重大

災害，災害の原因別分類，事業所の規模と災害の関係

等について述べる。

3, 1 

3. 1. 1 

産業別災害

産業別災害の全般的動向

我が国の労働災害ほ，毎年の労働災害保険新規受給

者数をとってみると，例えば昭和47年では 1,419,630

人に達し， そのうち休業8日以上の所謂重傷災害ほ

324,435人 (22.9%), 死亡者数は5,631人 (0.4%)で



建設工事における労働災害の動向 -5-

5

4

3

2

1

0

9

8

7

6

5

4

3

 

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

 

9

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

 

X-

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

-xー鉱業
ー△ー林業

゜o/ "-✓o 

~, I I/゚-0/
o/ I 

29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 , 40 41 42 43 44 45 46 47年

図 5 産業別災害死亡率
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ある。この死亡，重傷の各災害の労災保険保険受給者

数に対する割合は，毎年ほぼ一定している。

図3は各産業別（製造業，建設業，鉱業，林業，運

輸業）及び全産業計の発生労働災害実数の推移につい

て，又図4はその中での死亡災害について調べたもの

である。労働災害は昭和30年代に入り， 各産業の進

展と共に増加し， 昭和36年には全産業計で重傷災害

481,686人，うち死亡 6,712人の頂点に逹したQ 同年以
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降災害発生数は毎年減少しており，昭和47年には（前

述）昭和36年当時の67%迄減少したが，死亡災害では

昭和36年以後も目立った減少がみられず，昭和46年に

至り漸く恥000人台に減少したという状態である。

又各産業別に災害の発生状況をみると，図3より災

害数では製造業建設業によるものが際立って多く，

各々毎年全災害の40%,30%前後を占めている。一方

死亡災害では建設業が圧倒的に多く，全死亡災害の40

％以上を占め，毎年2400人前後の死亡者を出しるてい

る。製造業は建設業の約半分20%前後と一定してい

る。減少がみられるのは林業，鉱業などである。

発生する災害が全体として減少するなかで，死亡災

害が各産業にあって，毎年ほぼ同数の発生或いは若千

の減少しかないことは，発生する災害の中で死亡災害

の含まれる割合（災害死亡率）が高まることを意味す

る。図5はその死亡率を各産業別に調べたものであ

る。同図より，各産業災害ともその死亡率は年々高ま

っており，建設業鉱業運輸業などが全産業平均よ

りも高い値を示している。

次に災害に関する指標としてよく使用されている度

数率を図6に強度率を図7に示す。災害の発生頻度

を表わす度数率は，鉱業が際立って高いが，他の産業

は全産業平均の減少が示すように， 逓減の傾向にあ

る。しかし平均よりも高い建設業林業の度数率は，

昭和40年以降目立った減少はみられず，ほぼ横這いな

いしは増加の傾向がうかがえる。災害率（度数率）が

ほぼ一定であることは，工事量（労働時間）の増大が

見込まれる建設業では，災害の実数の増加が予想され，

昭和47年には前年に比し災害数の増加となって表われ

ている。

又強度率も度数率同様全産業平均では遥減が続いて

おり産業別ではここでも鉱業が大きく，又建設業，林

業等も高い値を示し，特に建設業のそれは昭和40年代

ではほぼ一定の状態である。

災害発生数の多い建設業は，度数率，強度率がここ

10年ほぼ一定の状態にあり，今後災害の発生を未然に

防ぐ（度数率の低下）予防的努力と並んで，たとえ災

害が起っても，出来るだけ被害の少ない災害に押える

（強度率の減少）保全的な努力の必要性を示唆してい

る。

3.1. 2 産業別重大災害

1時に 3人以上の死傷者を生ずる災害は重大災害と

いわれるが， ここではこの重大災害の発生状況に就い

て考察を行なった。

図8は毎年の重大災害の発生件数を調べたものであ

る。全体として増加の傾向，特に昭和40年代に入り多

く発生していることがわかる。発生労働災害数そのも

のは全体として減少しつつあるので，発生災害の中で
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死亡災害

死傷災害

重大災害の占める割合は各産業とも増えつつある。発

生件数を産業別にみると，建設業が圧倒的に多く約50

％を占め，製造業はその半分である。図9はこの重大

災害における災害者数及び死亡者数に就いて，各産業

別に発生割合を調べたものである。同図より発生件数

と同様に，建設業が死傷，死亡の両災害とも50%前後

を占め， ここでも建設業が災害危険度の高い産業であ

ることを示している。

さて，重大災害は1件の災害で 3人以上の被害者を

含む災害となっているが，ここで1件当りの災害者
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図 11 重大災害死亡率

数を調べてみると図 10(a,b)の通りである。同図

(a) より 1件当りの災害者数は20年間平均で，全産

業平均5.90人，建設業5.52人，製造業6.09人，運輸業

9,79人，林業6.04人と運輸業の約10人以外は 5~6人

となっている。

又全産業平均で 1件当りの災害数は，前半10年平均

（昭28~37)で6-24人／件，後半10年（昭38~47)では

5.56人／件とやや減少しているが余り大きな変化では

ない。

次に 1件当りの死亡者数をみると（同図 b), 20年

間の平均では全産業平均I.46人，建設業1.24人，製造

業1.02人，運輸業1.83人，林業1.74人でほぽ1~2人

までの間である。又全産業平均で20年間の前期と後期

の死亡者数の変化は，前半10年1.96人／件，後半10年

は0.96人／件と半減するに至っている。

従って重大災害は，件数としては増加しており，ま

た1件当りの被災害者数はこの20年間で余り大きな変

化はないが，その中での死亡災害は半減している様に，
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質的には改善されてきているといえよう。このことは，

次の重大災害死亡率の変化でもよく示されている。圏

11は重大災害の死亡率に就いて調べたものである。重

災死亡率は全産業平均で，当初40%前後あったものが，

最近では10%台へと大きく減少し，上記のことを裏付

けている。又産業別では運輸業がやや増加している他

は，どの産業も全体の傾向と同じく逓減しつつある。

しかし死亡率が減少したとは言え，重大災害は一般災

害の死亡率（図 5)に比べると格段の差があり（昭

和47年全産業死亡率： 1.74%, 同重大災害死亡率：

19. 97%), また発生件数も増えていることから，今後

も特に配慮の必要性のある災害分野である。

3.2 建設業労働災害

建設業における災害の発生が他産業に比し，質的，

量的に憂慮すべき状態にあることは前節で述べた通り

であるが，本節は建設業の中で土木工事に注目し，そ

こで発生した労働災害の推移を調べ，考察を行なった

ものである。但し重大災害，原因分類，規模別分類等＿

は建設業全体を対象とした。尚建設業における災害の

うち，土木工事による災害と建築工事による災害との

比率は，最近では約4:6 (昭和47年土木工事災害41%,

建築工事59%, 但し電気工事，機械類設置工事，設

備工事などは建築工事とみなす。）と， やや建築工事

における災害の方が多い。建築工事における災害は，

鉄筋・鉄骨コソクリート工事と木造家屋工事による災

害が主力である 6)。

3, 2. 1 主要土木工事災害の動向

土木工事は事業として非常ーに多岐にわたっているが，

その代表的なものとして水力発電， トンネル，道路，

鉄道，橋梁ー河川の建設工事を取りあげ， これらのエ

事の災害に就いて考察を行なった。

図12は前記各工事別の災害発生数について，又図13

はその中での死亡災害について調べたものである。図

12より，昭和30年代前半までは水力発電工事災害が多

く，昭和40年代に入り激減し，代って道路工事災害が

多数発生していることが分る。これは敗戦後の日本の

土木工事が，昭和20年代， 30年代半ばまでは，国土利

用，治山治水の目的で，ダ‘ム建設が活発に行なわれた

事，又昭和30年代後期より社会資本充実，公共施設拡

充の一環として，道路建設に多額の投資が行なわれた

事と歩調を合せている。又トンネルも上記のダム，道

路等の建設，更には最近では鉄道（新幹線）工事に呼

応し建設が行なわれ，災害もこうした中で発生し，災

害数そのものは昭和30年代約4,000人／年， 40年代では

2,500人／年と減少の傾向にある7)8)。更にトンネルと

同様に鉄道，道路建設に伴い建設が行なわれる橋梁工

事における災害は，毎年2,000人前後発生している。

人

15,000 

10,000 
＿＼ 
＼
 

5,000 

。

X水力発砿

0トンネ）レ

道-・、路

0鉄道
■橋梁
△ 河川

28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47年

図 12 主要土木工事災害発生数（休業 8日以上）
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図 13 主要土木工事死亡災害数
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図 14 主要土木工事災害死亡率

河川工事災害は昭和43年から分類された災害であるが， た土木工事災害死亡率は河川工事災害を除き，いづれ

3000~4000人とかなり多く発生している。 も建設業平均値より高い値である。特に水力発電工事

又死亡災害（図13) も，上記の災害発生数の傾向と 災害ほ，発生災害数の減少した昭和41)年代に入ってか

ほぼ同様な傾向にあるといえる。

次に図14はこれらの災害の死亡率を調べたものであ

る。比較のために同図には全産業平均，建設業平均の

死亡率も加えておいた。建設業平均死亡率は全産業平

均よりも約1.4倍大きいが，同図よりここで取りあげ

ら高まり，約5%前後と高い値である。 トンネル工事
災害の死亡率は，昭和30年中頃までは大きな変動を示

し， 40年代に入ってからは 3%付近に高まったまま減

少する気配は無く，鉄道，橋梁，道路等の災害死亡率

も平均値の上昇と相侯って増加しつつある。
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図 15 主要土木工事災害相対死亡率
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図 16 主要土木工事災害度数率

度数率＝
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ところで，これらの各死亡率の比較を行う時，各死 害が，それぞれ建設業全体の死亡者数及び災害数に占

亡率と平均値との比率を考え，これを相対死亡率*lと める割合の比率を示しており，各工事災害の死亡，死

定義し，この相対死亡率で比較をすると次の点で便利 傷災害の割合の大きさの比較を行うことができる。
である。 *l 相対死亡率を R;とし，以下の様に定義する。

R戸
特定工事災害死亡率

1. 各工事の災害死亡率が建設業平均よりどれ位大 建設業災害（平均）死亡率
特定工事死亡災害数／特定工事災害発生数

きいか（小さいか）実数で示される。
＝ 建設業死亡災害数／建設業災害発生数

2. 相対死亡率は，又，特定工事の死亡者数及び災
特定工事死亡災害数／建設業死亡災害数
＝ 特定工事災害発生数／建設業災害発生数



-12 - 産業安全研究所技術資料 RIIS-TN-75-4 

S.R 
24 
23 
22 
・21 

20 
19 
18 
17 
16 
15 
14 
13 
12 
11 
10 ， 
8 
7 
6 
5 
4 
3 
2 
1 

゜

図15にはこの相対死亡率を示した。河川工事災害以

外の各工事の災害死亡率は，建設業平均よりも高いの

で， これらの災害の相対死亡率は 1.0以上である。特

に死亡率の高い昭和40年以降の水力発電工事災害の相

対死亡率は2.0以上である。

次に各工事災害の度数率及び強度率を調べると図16,

図17の通りであった。比較のために各々の図にも全産

業平均値，建設業平均値を加えてある。

図16より度数率は各工事とも昭和30年代後半までは

減少を続けていたが，昭和40年代はほとんど停滞ない

ししま工事によっては増加するものも現われている。エ

事別では，昭和30年代にはトンネル，水力発電，鉄道

の災害が高い値を示し，特にトンネルは40年以降も常

に高い災害率を示している。鉄道は新幹線工事が活発

化した昭和43年頃から再び高い災害率を呈している。

又当初建設業，或いは全産業乎均より低かった道路，

河川の災害が，近年では建設業平均前後になっている。

一方強度率は（図17), 度数率同様各工事とも昭和

30年代中期までは比較的順調に減少している。又その

値が特に昭和40年代に入ってから大きくばらついてい

るが， これは調査事業所の抽出による誤差と，強度率

算定に用いる労働損失日数が災害死亡率が高まるにつ

-xー水力発電
-0ートルネン
—●―道路

-0ー鉄道
ー△ー河川

ーーー・.,.. 建設業平均

・・・O~・ ー全産業乎均

ばらつきが増幅されることなどが考え

られる。

既に述べた様に，工事量の増大，工期短縮，労働力

不足等に対処するための機械化施工の急速な導入は，

災害発生率（度数率）のある程度の低下に貢献したが，

一方では災害死亡率を高める因ともなり，又特に昭和

40年代の強度率を大きく変動させる結果ともなった。

建設業における機械化施工，省力化等は今後も重要な

課題であるが，災害にも上記の様な変化が表われてい

る事は十分認識しておく必要があろう。

3-2-2 建設業重大災害

既に前節で建設業重大災害が全重大災害の約半数を

占め，又死亡率も重大以外の災害に比べ極めて高いこ

とを述べたが， ここでは建設業重大災害を，災害の種

類別に分類し考察を行なった。災害の種類としては，

爆発，土砂崩壊，落盤，倒壊，交通の各災害である。

これらの災害は発生件数も多く，建設業重大災害の代

表的なものである。図18にこれらの災害の発生件数の

推移を示した。重大災害は全産業，建設業とも昭和30

年以降増加し続け，昭和43年の全産業480件(2,739人，

うち死亡374人），建設業250件 (1,429人， うち死亡

183人）を最高にやや減少しつつあるが（図8)' この
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ことは建設業重大災害では，一番発生件数の多い交通

災害に端的に示されている。交通災害は主として建設

現場への作業員の送迎時のマイクロバスによる事故で

ある。他の爆発，土砂崩壊，倒壊の各災害は，昭和30

年代中頃より毎年25件前後とほぽ一定に近い件数で災

害が起っている。一方落盤災害は，昭和34年の 21件

(98人， うち死亡51人）を最高に減少を続け，近年で

は年 1,2件と非常に稀な災害となった。落盤はトソ

ネル建設につきものの災害であったが，昭和30年代中

頃から使用が定着したアーチ支保工により，災害が防

止されるようになった8)。

次に重災1件当りの災害者及び死亡者数を調べてみ

ると函19(a, b)の通りである。建設業重大災害の 1

件当りの災害者の平均は 5.52人／件であるが，平均よ
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りも災害者数が多いのは交通災害（昭28~48年平均

6.85人／件）だけで，他の災害はいづれも平均以下であ

る。（爆発5.25人／件，土砂崩壊4.36人／件，落盤4.39人／

件，倒壊5.03人／件）交通災害を除き， 各災害の1件

当りの災害者数はやや減少の傾向にあるといえる。

一方 1件当りの死亡者数は同図 (b)より，落盤災

害が一番多いが，発生数の減少と共にばらつきはある

ものの減少に向っている。又他の災害も，建設業全体

が減少している（昭和28~37年平均1.64人／件，昭38

~47年平均o.85人／件）のと歩調を合わせて減少しつ
つある。また図20はこれらの災害の死亡率を示したも

のである。落盤災害は各災害の中で一番高く，特に近

年では発生件数は少ないものの，一旦起れば全員が死

亡につながる例もあり， 依然として危険な災害であ

る。他の災害は， 1件当りの死亡者数の減少が示す様

RIIS-TN-75-4 

に，死亡率も逓減しつつある。この中で土砂崩壊によ

る災害は，その死亡率で他の爆発，倒壊，交通災害よ

りも約2倍も高い値であり，かつ発生件数も比較的一

定していることから，災害防止対策の急がれる分野で

ある。 ！ 

3. i 3 建設業災害原因別分類'
本項は建設業労働災害を原因別に分類し，その傾向

に就いて調べたものである。労働災害の分類方式には，

我が国では昭和24年労働省産業安全研究所により制定

された分類法があり，この方式は昭和47年まで労働省

の災害分類として使用されたが，昭和48年からは新た

に「起因物一事故の型」を中心とした方類方式に改訂

が行なわれた。ここでは昭和47年までの災害方式に従

って，災害の動向を調べてみた。この分類では災害を

大きく 4つに大別しており，各々の内容および各分類
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の中で細分されている災害の種類を表2に示す。

建設業における災害を表2に示されている 4つの災

害に大別して，その発生割合を死亡災害，死傷災害ご

とに調べてみると図21(a, b)の通りである。同図

(b) より発生災害は，作業行動災害に 80~90%と集

中して発生しているが，その割合は年々減少してきて

贔
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いる。一方当初10%未満であった動力運転災害は年々

増加し，昭和40年後半には20%まで増加した。他の特

殊危険及び雑原因災害は5%未満と低く，ほぽ一定し

ている。建設業における作業内容が，従来の人力を中

心にしたものから，機械力を連入した作業に移りつつ

あることが，災害では上記のような変化となって表わ
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図 21(a) 建設業災害原因別発生割合（死亡災害）
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図 21(b) 建設業災害原因別発生割合（死傷災害）
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図22建設業労働災害原因別死亡率

れているが，このことは死亡災害の発生割合でより明

確に示されている。同図 (a) より作業行動災害はこ

こでも減少しており，最近では50%前後と一定してい

るが，動力運転災害は大きく増え約40%占めるに至っ

ている。特殊危険災害は毎年15%前後占めていたが，

最近滅少の傾向にある。雑原因災害はここでも低い。

次にこれら原因分類された災害の死亡率を調べると

図22の通りである。死亡率の一番高い災害は，電気，

爆発災害を中心とする特殊危険災害でio%前後，次で
雑原因災害である。動力運転災害は4.5%とほぽ一定，

作業行動災害も1-5%前後に一定している。

又表2に示される細分類された原因別に，死傷災害

(13種類），死亡災害 (10種類）の発生件数は図23,図

24に示す通りである。図23より，昭和37年から全災害

数は減少しており，その主力は作業行動災害によるも

のであるが，墜落災害，激突踏抜災害などは余り変化

のみられない災害である。動力運転系の各災害は同年

以降も大きな減少はみられず，一般動力機災害の様に

増加を続けている災害もある。特殊危険災害である電

気，爆発等の災害は，減少の傾向にある。

又死亡災害は図24より，動力系の各災害はいづれも

増加しており，特に動力運搬機災害が多いが，作業行

動災害では，墜落災害が数も多くかつ漸増している他

は，取扱運搬，激突踏枚災害でほぼ一定，飛来崩壊災

害ではやや減少と，全体としては一定に近い状態であ

る。特殊危険災害は，死亡でも減少しつつある。

以上のことより，建設業災害を原因別にみた場合，

機械化施工の普及の反映として，動力系の災害の発生

割合が増加し，特に死亡災害で目立つが，一方では作

業行動系の墜落，取扱運搬の様に従来通りの，比較的

単純な災害も多数発生していることも特徴である。特

に後者の災害は，主に人間側にその原因を依存するも

のも少なくなく，作業員の老齢化などを考えると，現

場での作業環境の改善，安全教育の必要性が更に増す

ものと思われる。又当然のことながら，機械化施工に

十分対処できる技能エの養成も今後の課題である。

3-2-4 建設業規模別労働災害分類

建設工事における事業所（現場）は，就労する労働

者数が10人未満の小規模なものから 100人以上の大規

模なものまで多数あるが， ここでは事業所の規模と災

害との関係に就いて調べてみた。

事業所の模規分類には使用する労働者数をもって，

1. 10人未満， 2. 10~49人， 3. 50~99人， 4. 100人
以上の 4段階に区分した。これらの区分に従がい，建

設業に就労する労働者の規模別での構成割合及び災害

の規模別発生割合を死傷，死亡災害について調べてみ

ると図25(a,.b,c)の通りである。同図 (a) より労

働者は10~49人の中規模事業所で就労する割合が最も

多く，次で10人未満の規模の事業所であり，全労働者

の75%が50人以下の事業所で就労していることが分か

る。一方発生する災害は同図 (b) より， 10~49人ま

での規模が多いことは就労者の構成割合と同様である
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図 23 建設業労働災害原因別分類（死傷災害）

が， 50人未満での発生は80%と労働力構成割合よりも

やや高く，又50人以上では規模が大きくなるにつれ発

生割合も少なくなっている。又死亡災害（同図 (C))

についても死傷災害の傾向とほぼ同様であるといえ

る。

次に事業所の規模別災害千人率（労働者 1,000人当

りの災害者数）を求めてみると図26が得られた。同図

から，まづ建設業はどの規模をとってみても全産業平

均よりも大きな災害率を示している。次で，規模別に

みて， 10人以上の規模ではいづれも昭和45,6年までは

減少を続けており，また規模が大きくなるに従って災

害率も小さくなっている。更に， 10人未満の小規模事

業所災害率は，当初建設業の中でも 100人以上の規模

に次で小さかったが，増加を続けた結果，昭和45年以

降規模別では一番高い値を示すようになった，などの

諸点があげられる。又最近でも50人未満の規模の中小

事業所における災害率は30以上と極めて高く，かつ増

加する傾向にあり，規模が小さくなるにつれ現場の安

全管理が難かしくなることが示されている。

また発生した災害の規模別での死亡率を調べると，

図27の通りである。ここでも災害率同様いづれの規模

の災害死亡率も全産業乎均よりも高い，規模別では3
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図 24 建設業労働災害原因別分類（死亡災害）
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゜ 図 25(a) 建設業労働力構成比

災害率の一番小さかった 100人以上の規模の死亡率が

最も高く，次で50~99人の規模と，大規模な事業所に

なる程死亡率が高くなる傾向をみせている。

以上のことより災害を規模別にみて，就労人員50人
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図 25(b) 建設業労働災害発生割合

以下の中小事業所では災害発生数そのものを減少させ

災害率を低下させること，又100人以上を中心とする

大事業所では発生する災害の質を改善すること（死亡

率の低下）が当面の課題であると考えられる。
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図 26 建設業規模別災害千人率

4. むすび

以上，我が国の建設工事（土木工事）における労働

災害の発生の動向に就いて，過去20年間にわたる災害

統計資料に基づき考察を行なってきたが， これらの結

果を特に建設業に就いて要約すると，

1) 死傷者（休業8日以上）数は，昭和37年の約14

万人から，昭和40年代後半に至り約10万人へと減少し

ているが， この減少傾向も，他産業のそれと比較する

とき，余り大きなものではない。

2) 災害発生率（度数率）及び強度率は，昭和20年

代後半のピーク値から年々減少を続け，昭和48年には

度数率は約14, 強度率は2.9と，それぞれピーク値の

1/5, 1/3の低下となっている。しかし昭和40年以降の

これらの減少は鈍化し，逆に増加の傾向すらうかがえ

る。

3) 死亡者数に限ってみると， 上記1),2)とは逆

に，増加又は横這いの傾向が続き，毎年2400人前後の

発生をみている。これは全産業死亡災害の約40%を占

めている。

4) 従って，死亡率（死亡災害と発生件数の比）は，

年々増加の傾向がみられ，かつその値は全産業平均に

比し1.4倍となっており，建設工事災害の危険性の高

いことを示している。

5) 重大災害の発生件数は，昭和43年以降減少傾向

にあり，昭和48年には約180件となっている。しかし

全重大災害の中で，建設業の占める割合は毎年50~60



- 20 - 産業安全研究所技術資料 RIIS-TN-75-4 

％となっており，このことも又建設工事災害の特徴を

表わしている。

6) 土木工事のうち，工事の種類別に災害発生をみ

ると，昭和30年代の水力発電工事災害，昭和40年代の

道路工事災害の様に，工事量の増減が，そのまま災害

発生件数の変動に反映されている。

7) 工事の種類別による災害の危険性を相対死亡率

でみると，年により変動はあるが，水力発電工事災害

が圧倒的に高く，他の工事は河川工事災害が 1.0以下

であるのを除いて，余り大きな差異はみられない。

8) 災害の原因分類では，工事内容の変化，特に機

械化施工の進展とともに，作業行動災害から動力系災

害への比率が高くなってきていることが示されてい

る。しかし作業行動災害の絶対数は墜落災害などを中

心に従然として多い。

9) 事業所の規模別にみた災害発生は，死傷，死亡

とも中小規模事業所の占める割合は大きく，又災害発

生率（千人率）も規模が小さい程大きい。しかし死亡

率は逆に，規模が大きい程高くなる傾向にある。

5. あとがき

我々は今まで建設業における労働災害の背景及びそ

こで発生する災害の動向に就いて述べてきた。

今ここで，災害は現場に従事する人間と，作業員が

取り扱う機器資材類およびそれらをとりまく作業環境，

自然環境との相互関係の中で生ずるという考えに立つ

とすれば，まづ人間側からの問題点は，既に述べた様

な労働力不足，高齢化，未熟練による質の低下等が挙

げられ， これらに対しては労働者の教育，訓練，労働

福祉の拡充，雇用の安定，人間動作の解明の研究などが

今後の課題として考えられよう。次に，作業手段であ

る各種機械類は，工事の省力化，大型化の反映として，

非常に大きな機械的ニネルギーを有するものが続々登

場しているが， これらの機械はもとより，今後新たに

開発される機械も，単に施工能率だけでなく，従事す

る作業員の安全性をふまえたものとしても検討される

べきであろう。更に，建設工事の対象である自然地盤

の挙動の不明確さによる危険性に対しては，土質，基

礎工学などの発展が急がれ，それらの活用により，危

険性が軽減されることが望まれる。また，作業環境に

ついても，工事の種類，規模，立地条件などにより標

準化することは困難であるが，工事の進行に伴う変化

に対応して，常に良好な状態に維持しておく努力が必

要とされよう。

従って現場における安全管理は，上記の人間，施工

手段，作業内容，作業環境，自然条件などを考慮し，

その時点に応じた総合的かつ，きめ細かなものを計画

し，実施すること，即ち施工計画と同時に安全管理計

画が策定され，施工管理と安全管理の一体化が要求さ

れる。更に，発生した災害に就いては，出来る限りの

データの集収を行ない，次の計画等に有効に利用する

ことも安全管理の重要な要件の一つである。

他に残された大きな問題の一つとして，工期，工費

の問題があげられよう。エ期短縮，工費節減という社

会的，経済的要請から，ややもすると安全対策がなお

ざりにされる傾向があったが，今後は安全面からの適

切な工期，適正な工費の評価，実施が行なわれること

が必要となろう。 （昭和50年8月19日受理）
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